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資金の借入（借換）に関するお知らせ 

 

産業ファンド投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、下記の通り資金の借入（借換）を

決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 資金の借入 

（ⅰ）借入れの内容 

 
 

借入予定先 
借入 

予定額 
利率 

契約 

締結日 

借入実行 

予定日 

借入・ 

返済方法
返済期日

借
入
１ 

株式会社三菱東京UFJ銀行 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

住友信託銀行株式会社 

7,000 

百万円 

未定 

（変動金利） 

平成 23 年

2月 21 日

平成 23 年 

2 月 28 日 

無担保･無

保証･期日

一括弁済

平成23年

3月 11 日

借
入
２ 

株式会社日本政策投資銀行 
5,000 

百万円 

未定 

（固定金利） 

平成 23 年

2月 21 日

平成 23 年 

2 月 28 日 

無担保･無

保証･期日

一括弁済

平成30年

2月 27 日

借
入
３ 

株式会社三菱東京UFJ銀行 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

住友信託銀行株式会社 

8,500 

百万円 

未定 

（変動金利（注）） 

平成 23 年

2月 21 日

平成 23 年

3月 11 日 

無担保･無

保証･期日

一括弁済

平成30年

3月 9日

（注）借入３は、変動金利の借入となりますが、金利スワップ契約を締結し、金利の固定化を図る予定です。 

 

（ⅱ）借入れの理由 

借入 1、借入 2 については、平成 22 年 2 月 26 日に株式会社三菱東京 UFJ 銀行、三菱 UFJ 信託銀行株式

会社及び住友信託銀行株式会社より借り入れた12,000百万円が、平成23年2月28日に満期を迎えるため、

当該借入金の返済に充当する予定です。 

借入 3 については、本日付「国内不動産及び不動産信託受益権の取得に関するお知らせ」でお知らせし

た通り、本投資法人は平成 23 年 3 月 14 日以降 5 物件（以下「取得予定資産」と総称します。）を合計約

11,800 百万円（取得コストを含みます。）で取得する予定であり、その取得資金の一部（約 3,100 百万円
※）に充当する予定です。また、借入 1（借入予定額 7,000 百万円）が平成 23 年 3 月 11 日に返済期日を迎

えるため、借入 3の残額約 5,400 百万円※を借入 1の返済の一部に充当する予定です。 
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（ⅲ）補足説明 

借入 2 は、本投資法人にとって新規の借入先となる株式会社日本政策投資銀行からの借入れであり、ま

た、期間 7 年の固定金利による長期借入であることから、調達先の多様化、負債の長期化・固定化に寄与

するものと考えております。 

一方、借入 3は、取得予定資産約 11,800 百万円の取得資金として、まず本日付「新投資口発行及び投資

口売出しに関するお知らせ」でお知らせした通り、新投資口の発行による約 5,600 百万円※、預かり敷金約

200 百万円、手元資金約 2,900 百万円による計約 8,700 百万円を充当した後の残額約 3,100 百万円※に充当

する予定です。また、借入 3の 8,500 百万円のうち残額約 5,400 百万円※は、平成 23 年 3月 11 日に満期を

迎える借入 1（借入予定額 7,000 百万円）の返済資金の一部に充当する予定ですが、借入 1の残額約 1,600

百万円※については同日付でリファイナンスする予定です。なお、借入 3は、期間 7年の変動金利による長

期借入ですが、金利スワップ契約を締結し、金利の固定化を図る予定です。 

 

上記借入 1、借入 2 及び借入 3 を実施することで、借入期間の長期化、金利の固定化及び調達先の多様

化を実現し、更なる財務安定性の向上を図ります。 

 

※新投資口の発行による調達額約 5,600 百万円は、平成 23 年 2月 9 日（水）現在の株式会社東京証券取引所におけ

る終値を基準として算出した見込額であり、実際の調達額は発行価格等に関する条件決定の結果により変動する

可能性があります。新投資口の発行による調達額が上記見込額よりも低額となった場合には、借入 3 の取得資金

への充当額は上記金額よりも増加することになり、これに伴い借入 1 の返済への充当額は減少し、借入 1 の残額

は増加します。逆に新投資口の発行による調達額が上記見込額よりも高額となった場合には、借入 3 の取得資金

への充当額は上記金額よりも減少することになり、これに伴い借入 1 の返済への充当額は増加し、借入 1 の残額

は減少します。 

 

（ⅳ）本件実行(平成 23 年 3 月 11 日)後の借入金等の状況 

（単位：百万円） 
   本件実行前 本件実行後 増減 

 短期借入金 12,000 1,600 -10,400

 長期借入金 39,500 53,000 +13,500

借入金合計 51,500 54,600 +3,100

劣後投資法人債 8,000 8,000 ±0

有利子負債合計 59,500 62,600 +3,100

 

 

2．その他 

本件に係る借入の返済等に関わるリスクにつきましては、第 6 期有価証券報告書（平成 22 年 9 月 24 日

提出）に記載の「投資リスク」より重要な変更はありません。 

 
 

以上 
 

 

 

＊本投資法人のホームページ：http://www.iif-reit.com/ 
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【ご参考】 
 

＜継続的な財務安定化の取組み＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

LTV※ 60.0% 49.4% 49.6% 49.2% 49.5% 48.4% 

長期比率※ 22.3% 38.7% 59.7% 76.5% 79.8% 97.4% 

 
※ 各期に係る LTV 及び長期比率は、各期末日現在の各数値により、以下の計算式により求めています。 

・LTV＝有利子負債（劣後投資法人債を除きます。）の総額÷総資産額（負債総額＋純資産額） 

・長期比率＝（長期借入金額＋劣後投資法人債残高）÷有利子負債の総額（劣後投資法人債を含みます。） 

 

取得予定資産取得後の各指標は、以下の計算式により求めています。 

・LTV＝（第 7 期末日現在の有利子負債（劣後投資法人債を除きます。）の総額＋追加借入金額）÷取得予定資産取得

後総資産額 

・長期比率＝（第 7 期末日現在の長期借入金額＋第 7 期末日現在の劣後投資法人債残高＋平成 23 年 2 月 28 日借入

予定の株式会社日本政策投資銀行からの借入金額＋平成 23 年 3 月 11 日借入予定の株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行等からの借入金額）÷（第 7 期末日現在の有利子負債（劣後投資法人債を含みます。）の総

額＋追加借入金額） 

・追加借入金額＝取得予定資産取得に伴う資金調達額－エクイティ調達額 

・エクイティ調達額＝一般募集*による発行価額の総額＋第三者割当*による発行価額の総額 

・取得予定資産取得後総資産額＝第 7 期末日現在の負債総額＋第 7 期末日現在の純総資産額＋取得予定資産取得に

伴う資金調達額 

・取得予定資産取得に伴う資金調達額は、取得予定資産の取得価額の合計及び付随費用の合計見込額から、手元資金等に

より充当される見込額を控除した金額であり、8,716,000,000 円を見込んでいます。本投資法人は、一般募集及び第三

者割当（エクイティ調達額）並びに金融機関からの追加借入れ（追加借入金額）により、当該取得予定資産取得に伴う

資金調達額を調達することを予定しています。 

 

前記の各指標は、一般募集における発行価額の総額及び第三者割当における発行価額の総額として、それぞれ

5,112,000,000 円及び 504,000,000 円を見込んで算出しています。これらの金額は平成 23 年 2 月 9 日（水）現在

の株式会社東京証券取引所における終値を基準として、発行価額を投資口 1 口当たり 360,000 円と仮定して算出し

たものです。また、第三者割当については、全額が野村證券株式会社により申し込まれ払込みがなされることを前提

としています。したがって、一般募集における実際の発行価額が前記仮定額よりも低額となった場合又は第三者割当

の全部若しくは一部について払込みがなされないこととなった場合には、エクイティ調達額は前記よりも減少するこ

ととなり、その分追加借入金額が増加し、実際の LTV は前記よりも高くなり、また、実際の長期比率は前記よりも低

くなります。逆に実際の発行価額が前記仮定額よりも高額となった場合には、エクイティ調達額は前記よりも増加す

ることとなり、その分追加借入金額が減少し、実際の LTV は前記よりも低くなり、また、実際の長期比率は前記より

も高くなります。 

 

* 一般募集及び第三者割当の詳細については、本日付「新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ」をご参照

下さい。 
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